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令 和 4 年 6 月 日 か ら 


令 和 5 年 3 月 81 日 まで 
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(うち 取引 に 係る 消費 税額 お よび 地方 消費 税額 金 


5 契約 保証 金 





上 記 の 委託 業務 に つい て 、 発 注 者 と 受注 者 は 、 各 々 の 対等 な 立場 に お ける 合意 








本 契約 の 証 と し て 本 書 各 2 通 を 作成 し 、 当 事 者 記名 押 


を 履行 する も の と する 。 
る 。 
令 和 年 月 


巡 





























基づい て 、 別 添 の 条項 に よっ て 公正 な 委託 在 約 を 締結 し 、 信 義 に 従っ て 誠実 に 
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盛岡 広域 振興 
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印 の 上 、 各 自 1 通 を 保有 す 
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設計 較 
対す る 
の 約款 


記 
総則 ) 
1 条 発注 者 及び 受注 者 は 、 こ の 約款 (契約 書 を 含む 。 以下 同じ 。) に 基づき 、 
書 (別冊 の 図面 、 仕 様 書 、 金 額 を 記載 し な い 内 訳書 、 現 場 説明 書 及び 現場 説明 に 
質問 回 答 書 を いう 。 以 下 同じ 。) に 従い 、 日 本 国 の 法令 を 遵守 し 、 こ の 契約 ( こ 
及び 設計 図書 を 内 容 と する 業務 の 委託 契約 を いう 。 以下 同じ 。) を 履行 し な けれ ば な ら 
な い 。 
受注 者 は 、 契 約 書記 載 の 業務 (以下 「 業 務 」 と いう 。) を 契約 書記 載 の 履行 




















ト 「 履 行 期間 」 















































































































































間 ( 以 
と いう 。) 内 に 完了 し 、 契 約 の 目的 物 (以下 「 成 果物 」 と いう 。) を 発 


又は 受 
は 「 主 





注 者 に 引き 渡す も の と し 、 発 注 者 は 、 そ の 業務 委託 料 を 文 払う も の と する 。 
発注 者 は 、 そ の 意図 する 成果 物 を 完成 させ る た め 、 業 務 に 関す る 指示 を 受注 
注 者 の 管理 技術 者 (この 契約 が 、 測 量 作業 及び 地盤 調査 に 関す る 委託 で ある 場合 
任 技 術 者 」、 用 地 調 査 等 に 関す る 委託 で ある 場合 は 「 主 任 担 当 者 」 と 読み 替え る 。 以下 


同じ 。) に 対し て 行う こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて 、 受 注 者 又は 受注 者 の 管理 技術 














」 
uy 


は 、 























この 約款 若しくは 設計 
発注 者 と 受注 者 と の 協議 が ある 場合 を 除き 、 




















業務 








を その 責任 に お いて 定め る も の と する 。 








受注 者 は 、 
この 契約 の 
この 約款 に 
この 契約 の 
の 定め が ある 


この 


9 に ビ 





場 











契約 の 


履行 に 関し て 発注 者 と 受注 者 と の 間 で 
め る 人 金銭 の 支払 v 
履行 に 関し て 発注 者 と 
合 を 除き 、 計 量 法 (平成 4 年 法律 第 51 与 ) 





この 約款 及び 設計 図書 に お ける 期間 の 定め に つい て は 、 
及び 商法 (明治 32 年 法律 














この 契約 は 、 日 
この 契約 に 係る 
議 の 上 選任 され る 








も っ て 合意 に よる 専属 的 管 還 
































用 いる 
H し 














ヽ ‘に 

















飼 認 


ロロ 


] と する 。 








日 





は 、 

















‘る 通貨 は 、 日 本 
受注 者 と の 間 で 用 いる 





























第 48 号 ) の 定め る と ころ 














本 国 
訴 














調停 (第 56 条 の 規定 に 基づき 
































受注 








者 が 設計 共同 体 を 結成 し て いる 場合 に お いて は 、 発 











べ て の 行為 を 設計 
行っ た この 契約 に 基づく すべ て の 行為 は 、 当 該 


\ 


も の と みな し 、 





つい て 当該 代表 者 








た 、/ い 











共同 体 の 





裁判 所 と する 。 
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プ で 
































た 
を 通じ 








て 行わ な けれ ば な ら な い 。 


(指示 等 及び 協議 の 書面 主義 ) 


2 条 





ri 
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前 項 の 規 
は 、 前 項 に 
































この 約款 に 定め る 指 











請求 、 








NN 























解除 (以下 「 指 示 等 」 と いう 。 
に か か わら ず 、 覧 








催告 、 
) は 、 


通知 、 報 告 、 申 出 
書 よ 
急 や む を 得 な い 





書面 に 


ーー 




















ln 





場合 











E す る 指示 等 を 日 











受注 者 は 、 既 に 行っ た 指示 等 を 





と する 。 
発注 者 及び 受 沼 











頭 で 行う こと が で 
書面 に 記載 し 、7 





























E 者 は 、 


























この 約款 の 他 の 条項 の 規定 





議 の 内 容 を 書面 に 記録 する も の と する 。 


(業務 工程 表 の 提出 ) 


3 条 受注 者 は 、 





この 契約 締結 後 7 











li 


日 以内 に 設計 





区 














発注 者 に 提出 し な けれ ば な ら な い 。 








発注 者 は 、 





必要 が ある と 




















認め る と き は 、 


計量 単位 は 、 
に 定 
民法 (明治 29 年 法律 第 89 号 ) 
に よる も の と する 。 
の 法令 に 準拠 する も の と する 。 
訟 の 提起 又は 
調停 人 が 行う も の を 除く 。) の 申立 て に つい て は 、 


E 者 は 、 


、 承 諾 、 
り 行 わな けれ ば な ら な い 。 

に は 、 発 注 者 及び 
お いて 、 発 注 者 及び 
日 以内 に これ を 相手 方 に 交付 する も の 


へ 


この 場合 


に 基づき 協議 を 行う と き は 、 


前 項 の 業務 工程 表 を 受理 し た 





設計 図 
め る も の と する 。 





















































質問 、 









































に 





回 答 及 び 


図書 に 特別 の 定め が ある 場合 又は 前 項 の 指示 若 し く 
を 完了 する た め に 必要 な 一 切 の 手段 





履行 に 関し て 知り 得 た 秘密 を 他人 に 漏らし て は な ら な い 。 
本 語 と する 。 





、 発 注 者 と 受注 者 と の 協 


日 本 国 の 裁判 所 を 


この 契約 に 基づく す 
代表 者 に 対し て 行う も の と し 、 発 注 者 が 当該 代表 者 に 対し て 
同体 の すべ て の 構成 員 に 対し て 行っ た 
、 受 注 者 は 、 発 注 者 に 対し て 行う この 契約 に 基づく すべ て の 行為 に 


受注 者 



































日 か ら 7 





当該 協 


に 基づい て 業務 工程 表 を 作成 し 、 


日 以内 











NK 


に 、 受 注 者 に 対し て その 修正 を 請求 する こと が で きる 。 

3 この 約款 の 他 の 条項 の 規定 に より 履行 期間 又は 設計 図書 が 変更 され た 場合 に お いて 、 
発注 者 は 、 必 要 が ある と 認め る と き は 、 受注 者 に 対し て 業務 工程 表 の 再 提 出 を 請求 する 
こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて 、 第 1 項 中 「 こ の 契約 締結 後 」、 と ある の は 「 当 該 請求 
が あっ た 日 か ら 」 と 読み 替え て 、 前 2 項 の 規定 を 準用 する 。 

4 業務 工程 表 は 、 発 注 者 及び 受注 者 を 拘束 する も の で は な い 。 
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(契約 の 保証 ) 

第 4 条 受注 者 は 、 こ の 契約 の 締結 と 同時 に 、 次 の 各 号 の いずれ か に 掲げ る 保証 を 付 さ な 
けれ ば な ら な い 。 た だ し 、 第 五 号 の 場合 に お いて は 、 履 行 保証 保険 契約 の 
に その 保険 証券 を 発注 者 に 寄託 し な けれ ば な ら な い 。 
ー 契約 保証 金 の 納付 

契約 保証 金 に 代わ る 担保 と な る 有価 証券 等 の 提供 

この 契約 に よる 債務 の 不履行 に より 生ずる 損害 金 の 支払 い を 保証 する 銀行 、 発 注 者 

が 確実 と 認め る 人 金融 機関 又は 保証 事業 会 社 (公共 工事 の 前 払金 保証 事業 に 関す る 法律 

(昭和 27 年 法律 第 184 号 ) 第 2 条 第 4 項 に 規定 する 保証 事業 会 社 を いう 。 以下 同じ 。) 

の 保証 

四 この 契約 に よる 債務 の 履行 を 保証 する 公共 工事 履行 保証 証券 に よる 保証 
五 この 契約 に よる 債務 の 不履行 に より 生ずる 損害 を て ん 補 す る 履行 保証 保険 契約 の 

締結 

2 受注 者 は 、 前 項 の 規定 に よる 保険 証券 の 寄託 に 代え て 、 電 子 情報 処理 組織 を 使用 する 
方 法 そ の 他 の 情報 通信 の 技術 を 利用 する 方 法 (以下 「 電 磁 的 方 法 」 と いう 。) で あっ て 、 

該 履行 保証 保険 契約 の 相手 方 が 定め 、 発 注 者 が 認め た 措置 を 講ず る こと が で きる 。 こ 
の 場合 に お いて 、 受 注 者 は 、 当 該 保険 証券 を 寄託 し た も の と みな す 。 

3 前 項 の 保証 に 係る 契約 保証 金 の 額 、 保 証 金 額 又 は 保険 金額 (第 6 項 に お いて 「 保 証 の 
額 」 と いう 。 ) は 、 業 務 委 託 料 の 10 分 の 1 以上 と し な けれ ば な ら な い 。 

4 受注 者 が 第 1 項 第 三 号 か ら 第 五 号 まで の いずれ か に 掲げ る 保証 を 付す 場合 は 、 当 該 保 

証 は 第 50 条 第 3 項 各 号 に 規定 する 者 に よる 契約 の 解除 の 場合 に つい て も 保証 する も の 
で な けれ ば な ら な い 。 

5 第 1 項 の 規定 に より 、 受 注 者 が 同 項 第 二 呈 又は 第 三 号 に 掲げ る 保証 を 付 し た と き は 、 

当該 保証 は 契約 保証 金 に 代わ る 担保 の 提供 と し て 行わ れ た も の と し 、 同 項 第 四 号 又は 第 
五 号 に 掲げ る 保証 を 付 し た と き は 、 契 約 保 証 金 の 納付 を 免除 する 。 

6 業務 委託 料 の 変更 が あっ た 場合 に は 、 保 証 の 額 が 変更 後 の 業 務 委 託 料 の 10 分 の 1 に 達 
する まで 、 発 注 者 は 、 保 証 の 額 の 増額 を 請求 すね こと が で き 、 受 注 者 は 、 保 証 の 額 の 減 
額 を 請求 する ね こと が で きる 。 

( 注 ) 会 計 規 則 の 規定 に より 契約 保証 金 を 免除 する 場合 に は 、 第 4 条 を 次 の よう に 改め る 。 
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ゝ レ 






































































































































































































































第 4 条 削除 
(権利 義務 の 譲渡 等 の 禁止 ) 


第 5 条 受注 者 は 、 こ の 契約 に より 生ずる 権利 又は 義務 を 第 三 者 に 譲渡 し 、 又 は 承継 させ 
て は な ら な い 。 た だ し 、 あ ら か じ め 発 注 者 の 承諾 を 得 た 場合 は 、 こ の 限り で は な い 。 

2 受注 者 は 、 成 果物 (未完 成 の 成果 物 及 び 業 務 を 行う 上 で 得 ら れ た 記録 等 を 含む 。) を 
第 三 者 に 譲渡 し 、 貸 与 し 、 又 は 質 権 そ の 他 の 担保 の 目的 に 供し て は な ら な い 。 た だ し 、 
あら か じ め 発 注 者 の 承諾 を 得 た 場合 は 、 こ の 限り で は な い 。 




























































































(著作 物 の 譲渡 等 ) 
第 6 条 受注 者 は 、 成 果物 (第 37 条 第 1 項 の 規定 り 読 み 替 えて 準用 され る 第 31 条 に 規 
定 す る 指定 部 分 に 係る 成果 物 及 び 第 37 条 第 2 項 の 規定 に より 読み 替え て 準用 され る 第 
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第 7 条 受注 者 は 


2 


3 


4 


第 8 条 受注 者 は 、 特 許 権 、 
護 さ れる 第 三 者 の * 
施行 方 法 を 使 / 
発注 者 が その 施行 方 法 を 指 


第 8 条 の 2 (A) 
2 条 第 3 項 に 定め る 登録 意 
構造 物 若 し く は 成果 物 を 利用 


2 


31 条 に 規定 する 引渡 
和 45 年 法律 第 48 号 ) 第 2 条 第 1 項 第 1 呈し に 規定 する 著作 物 (以下 本 
に 該当 する 場合 に は 、 当 該 閉 作物 に 係る 受注 者 の 著作 + 





と いう 。 


ら 第 28 条 まで ( 


ずる 。 


発注 者 は 、 
者 の 承諾 な 
生 者 








は 、 





受注 








部 分 に 係る 成果 物 を 含む 。 以下 本 条 に お いて 同 
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= 
= 








規定 


する +* 




















ンド 























成 
目 
承 





人 
が 
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Oo 






































物 が 著作 物 に 該当 する か 否 か に か か わら ず 、 
に 公表 する こと が で き 、 ま た 、 
話し た と き に 限り 、 既 に 受 沼 

















じ 。) が 著作 権 法 ( 昭 
条 に お いて 「 著 作物 」 



































ほ 利 を いう 。) を 当該 著作 物 の 引渡 し 時 に 発注 者 に 無 


ュ レ 


ボド 
(著作 権 法 第 21 条 か 
崇 で 譲渡 


















































レノ き 
当該 














、 成 果物 が 著作 物 に 該当 する 場合 に お いて 、 発 注 者 が 当該 閉 作物 の 利 





該 成果 物 の 内 容 を 受注 
成果 物 が 著作 物 【 
EE 者 が 当該 著作 物 に 表示 し た 氏名 を 変更 する 





こ 該 当 す る 場合 に 


























的 





ami 











の 実現 の た め に その 内 容 を 改変 し よう と する と き は 、 そ の 改変 に 同意 する 。 ま た 、 発 注 









































第 1 条 第 5 項 の 規 
発注 者 は 、 受 当 








定 【 


デ 
ーー 
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1 項 第 9 号 ! 





規定 する プ 








条 の 2 に 規 
は 、 別 に 定め る と ころ に より 、 当 該 プ 


る 。 


LE 





か か わら ず 当 





者 は 、 成 果物 が 著作 物 に 該当 し な い 場 合 に は 、 
由 に 改変 する こと が で きる 。 
受注 者 は 、 成 果物 (業務 を 行う 上 で 得 
否 か に か か わら ず 、 発 注 者 が 承諾 し た 場合 に は 、 






































該 




















定 す る デ 








(一 括 再 委託 等 の 禁止 ) 


る 部 分 を 第 三 者 に 委 

受注 者 は 、 前 項 の 主たる 部 分 
者 に 委任 し 、 又 は 請 

受注 者 は 、 業 務 の 一 部 を 第 三 





し め 発 注 者 の 承諾 を 得 
軽微 な 部 分 を 委任 し 、 又 は 請け 負わ せよ うと する と き は 、 
受注 者 【 









































業務 





提出 し な けれ ば ば ならない 。 


(特許 権 等 の 使用 ) 


だ 


る 財 の B 





、 業 務 の 全部 を 一 括 
任 し 、 又 は 請け 負わ せ て は な ら な い 。 
の ほか 、 発 注 者 ヵ 








Ex 


























者 に 委任 し 、 又 は 
な けれ ば な ら な い 。 た だ し 、 発 注 者 が 設計 








当該 成果 物 の 内 容 を 受注 者 の 承諾 な く 和 


ログ ラム 
作物 を いう 。) 及び デー タベース (著作 権 法 第 12 


























られ た 記録 等 を 含む 。) が 著作 物 に 該当 する か 
当該 成果 物 を 使用 又は 複製 し 、 
成果 物 の 内 容 を 公表 する こと が で きる 。 

E 者 が 成果 物 の 作成 に 当たっ て 開発 し た プ 
ログ ラム の 著 
タベース の 著作 物 を いう 。) に つい て 、 受 当 





二 た 
よー ュ 











著作 権 法 第 10 条 第 























E 者 が 承諾 し た 場合 に 














は ゲラ 内 太 び デー クベ ービス を 











は 発注 者 が 設計 





区 


























レク 





に 


設計 図書 に お いて 指定 し た 部 分 














] 用 する こと が で き 











お いて 指定 し た 主 た 











請け 負わ せよ うと する と き は 、 あ ら か 

















区 





書 に お いて 指定 し た 




















で ジン 







































































実用 新案 権 、 で 
| (以下 本 条 に お いて 
H す る と き は 、 そ の 使 








ト 匠 権 、 商 標 























その 他 日 





























この 限り で な い 。 
の 一 部 を 第 三 者 に 委任 し 、 又 は 請け 負わ せ た と き は 、 直 





全 圭 イ 
請負 








ち に 下 軸 を 








本 国 の 法令 に 基づき 保 





「 特 許 権 等 」 と いう 。) 

















> 





























H に 関す る 
し た 場合 に お いて 、 設 計 


月 示 が な く 、 か つ 、 受 注 者 が その 存在 を 知ら な か っ た と き は 、 発 注 者 は 、 受 注 者 

















の 対象 と な っ て いる 


切 の 責任 を 負わ な けれ ば な ら な い 。 た 











駐 | ヨ 


書 





| 
ーー 





特許 権 等 の 対象 で あ 














が その 使用 に 関し て 要 し た 費用 を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 





(意匠 の 実施 の 承諾 等 ) 














ク 状 等 





物 等 に 係る 意 
受注 者 は 、 本 作 

















受注 者 は 、 自 




















ら 有 する 登録 意 











匠 を いう 。) を 設計 に 




























































































匠 (意匠 法 (昭和 34 年 法律 第 125 号 ) 第 
H い 、 又 は 成果 物 に よっ て 表現 され る 
し て 完成 し た 構造 物 (以下 「 本 件 構造 物 等 」 と いう 。) の 
に つい て 同 法 第 3 条 に 基づく 意 
匠 の 実施 を 無償 で 承諾 す 
E 構 造物 等 の 形状 等 に 














匠 登録 を 受け る と き は 、 発 注 者 に 対し 、 本 件 構造 
る も の と する 。 
系 る 意匠 登録 を 受け る 権利 及び 意匠 権 を 第 三 者 に 





譲渡 し 、 又 は 承継 させ て は な ら な い 。 た だ し 、 あ ら か じ め 、 発 注 者 の 
この 限り で な い 。 
第 8 条 の 2 (B) 受注 者 は 、 自 ら 有 する 登録 意匠 (意匠 法 (昭和 3 
2 条 第 3 項 に 定め る 登録 意匠 を いう 。) を 設計 に 用 いる と き は 、 発 















































( 
に よっ て 表現 され る 構造 物 又 は 成果 物 を 利用 し て 完成 し た 構造 物 ( 以 下 「 本 件 構造 物 等 」 

















と いう 。) に 係る 意匠 の 実施 を 無償 で 承諾 する も の と する 。 
2 受注 者 は 、 本 件 構造 物 等 の 形状 等 に 係る 意匠 法 第 3 条 に 基づく 意 
を 発注 者 に 無償 で 譲渡 する も の と する 。 


















































承諾 を 得 た 場合 は 、 








4 年 法律 第 125 号 ) 第 
注 者 に 対し 、 成 果物 








匠 登録 を 受け る 権利 





( 注 ) この 条 は 、 土 木 設計 業務 を 委託 する 場合 に 、 当 該 業 務 の 内 容 に 応じ て 、 選 択 的 に 適用 す 


る 。 


(調査 職員 ) 




















第 9 条 発注 者 は 、 調 査 職員 (この 契約 が 、 測 量 作 業 、 地 盤 調査 及び 
委託 で ある 場合 は 、「 監 督 職 員 」 と 読み 替え る 。 以下 同じ 。) を 置 











































































































2 調査 職員 は 、 こ の 契約 書 に 基づく 発注 者 の 権限 と され る 事項 の う 
め て 調査 職員 に 委任 し た も の の ほか 、 設計 図書 に 定め る と ころ に よ 
を 有する 。 

































































名 を 受注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 調査 職員 を 変更 し た と きも 、 

















用 地 調 査 等 に 関す る 
いた と き は 、 そ の 氏 
同様 と する 。 

ち 発 注 者 が 必要 と 認 
り 、 次 に 掲げ る 権限 


























ーー 発注 者 の 意図 する 成果 物 を 完成 させ る た め の 受 注 者 又は 受注 者 の 管理 技術 者 に 対 








する 業務 に 関す る 指示 


二 この 契約 書 及 び 設 計 区 

















ul 





















































の 記載 内 容 に 関す る 受注 者 の 確認 の 





る 承諾 又は 回 答 

三 この 契約 の 履行 に 関す る 受注 者 又は 受注 者 の 管理 技術 者 と の 協 
四 業務 の 進捗 の 確認 、 設 計 図 書 の 記載 内 容 と 履行 内 容 と の 照合 そ 
状況 の 調査 

3 発注 者 は 、2 名 以上 の 調査 職員 を 置き 、 前 項 の 権限 を 分 担 さ せ た 


ぞ れ の 調査 職員 の 有する 権限 の 内 容 を 、 調 査 職員 に この 契約 書 に 基 






























































































































































申出 又は 質問 に 対す 


議 
の 他 こ の 契約 の 履行 





と き に あっ て は それ 
づく 発注 者 の 権限 の 





























一 部 を 委任 し た と き に あっ て は 当該 委任 し た 権限 の 内 容 を 、 受 注 者 ( 
ら な い 。 













































































4 第 2 項 の 規定 に 基づく 調査 職員 の 指示 又は 承諾 は 、 原 則 と し て 、 
れ ば な ら な い 。 
5 第 1 項 の 規定 に より 、 発 注 者 が 調査 職員 を 置い た と き は 、 こ の 契 

























































































は 、 設 計 図書 に 定め る も の を 除き 、 調 査 職員 を 経由 し て 行う も の と 
いて は 、 調 査 職員 に 到達 し た 日 を も っ て 発注 者 に 到達 し た も の と み 























(管理 技術 者 ) 
第 10 条 受注 者 は 、 業 務 の 技術 上 の 管理 を 行う 管理 技術 者 を 定め 、 そ 






































2 管理 技術 者 は 、 こ の 契約 の 履行 に 関し 、 業 務 の 管理 及び 統括 を 行 
の 変更 、 業 務 委 託 料 の 請求 及び 受領 、 第 14 条 第 1 項 の 請求 の 受理 、 
び 通 知 、 同 条 第 3 項 の 請求 、 同 条 第 4 項 の 通知 の 受理 、 並 びに この 
限 を 除き 、 こ の 契約 に 基づく 受注 者 の 一 切 の 権限 を 行使 する こと が 

3 受注 者 は 、 前 項 の 規定 に か か わら ず 、 自 己 の 有する 権限 の うち こ 

任せ ず 自 ら 行 使 し よう と する も の が ある と き は 、 あ ら か じ め 当 該 権 

通知 し な けれ ば な ら な い 。 


山 






















































































































































































(照査 技術 者 ) 








に 通知 し な けれ ば な 














書面 に より 行わ な け 











約 書 に 定め る 指示 等 
する 。 こ の 場合 に お 
(なす 、。 




















の 氏名 その 他 必 要 な 


事項 を 発注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 管理 技術 者 を 変更 し た と きも 、 同 様 と する 。 


う 2 ほか 、 業 務 委 託 料 
同 条 第 2 項 の 決定 及 
契約 の 解除 に 係る 権 
で きる 。 

れ を 管理 技術 者 に 委 
限 の 内 容 を 発注 者 に 












































第 11 条 受注 者 は 、 設 計 図 書 に 定め が ある 場合 に は 、 成 果物 の 内 容 の 技術 上 の 照査 を 行う 




































































照査 技術 者 を 定め 、 そ の 氏名 その 他 必 要 な 事項 を 発注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 照 
査 技術 者 を 変更 し た と きも 、 同 様 と する 。 
2 照査 技術 者 は 、 前 条 第 1 項 に 規定 する 管理 技術 者 を 兼ね る こと が で き な い 。 










































































(地元 関係 者 と の 交渉 等 ) 
第 12 条 地元 関係 者 と の 交 沙 等 は 、 NIR この 場合 に お いて 、 発 注 者 
の 指示 が ある と き は 、 受 注 者 は これ に 協力 し な けれ ば な ら な い 。 





























2 前 項 の 場合 に お いて 、 発 注 者 は 、 1 等 に 関し て 生じ た 費用 を 負担 し な けれ ば な 
ら な い 。 














(土地 へ の 立入 り ) 

第 13 条 受注 者 が 調査 の た め に 第 三 者 が 所 有する 土地 に 立ち 入る 場合 に お いて 、 当 該 土地 
の 所 有 者 等 の 承諾 が 必要 な と き は 、 発 注 者 が その 承諾 を 得る も の と する 。 この 場合 に お 
いて 、 発 注 者 の 指示 が ある と き は 、 受 注 者 は これ に 協力 し な けれ ば な ら な い 。 










































































(管理 技術 者 等 に 対す る 措置 請求 ) 

第 14 条 発注 者 は 、 管 理 技術 者 若しくは 鶏 査 技術 者 又 02 
3 項 の 規定 に より 受注 者 か ら 業 務 を 委任 され 、 若 し く は 請け 負っ た 者 が その 業務 の 実施 
に つき 著しく 不適 当 と 認め られ る と き は 、 受 注 者 に 対し て 、 そ の 理由 を 明示 し た 書面 に 
より 、 必 要 な 措置 を と る べき こと を 請求 する こと が で きる 。 

2 受注 者 は 、 前 項 の 規定 に よる 請求 が あっ た と き は 、 当 該 請求 に 係る 事項 に つい て 決定 
し 、 そ の 結果 を 請求 を 受け た 日 i i 

3 受注 者 は 、 調 査 職員 が その 職務 の 執行 に つき 著しく 不適 当 と 認め られ る と き は 、 発 注 

者 に 対し て 、 そ の 理由 を 明示 し た 書面 に より 、 必 要 な 措置 を と る べき こと を 請求 する こ 
と が で きる 。 

4 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に よる 請求 が あっ た と き は 、 当 該 請 求 に 係る 事項 に つい て 決定 
し 、 そ の 結果 を 請求 を 受け た 日 か ら 10 日 以内 に A DDIEO 














































































































け [中 
Th 
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(履行 報告 ) 
第 15 条 受注 者 は 、 設 計 図 書 に 定め る と ころ に より 、 こ の 契約 の 履行 に つい て 発注 者 に 報 
告 し な けれ ば な ら な い 。 


























(貸与 品 等 ) 
第 16 条 発注 者 が 受注 者 に 貸与 し 、 文 は 支給 する 調査 機械 器具 、 図 面 そ の 他 業 務 に 必要 な 

















































































































































































































































































































物品 等 (以下 「 貸 与 品 等 」 と いう 。) の 品名 、 数 量 、 品 質 、 規 格 又 は 性 能 、 引 渡 場所 及 
び 引 渡 時 期 は 、 設 計 図 書 に 定め る と ころ に よる 。 

2 受注 者 は 、 貸 与 品 等 の 引渡 し を 受け た と き は 、 引 渡し の 日 か ら 7 日 以内 に 、 発 注 者 に 
借用 書 又 は 受領 書 を 提出 し な けれ ば な ら な い 。 

3 人 RE 

4 受注 者 は 、 設 計 図 書 に 定め る と ころ に 、 業 務 の 完了 、 設 計 図 書 の 変更 等 に よっ て 
不用 と な っ た 貸与 品 等 を 発注 者 に 返還 し NSP 

5 受注 者 は 、 改 意 又は 過失 に より 貸与 品 等 が 滅失 若しくは き損 し 、 又 は その 返還 が 不可 
能 と な っ た と き は 、 発注 者 の 指定 し た 期間 内 に 代 品 を 納め 、 若 し く は 原状 に 復 し て 返還 
家 又は 返還 に 代え て 損害 を 賠償 し な けれ ば な ら な い 。 











(設計 図書 と 業務 内 容 が 一 致し な い 場 合 の 修 補 義 務 ) 
第 17 条 受注 者 は 、 業務 の 内 容 が 設計 図書 又は 発注 者 の 指示 若しくは 発注 者 と 受注 者 と の 
協議 の 内 容 に 適合 し な い 場 合 に お いて 、 調 査 職員 が その 修 補 を 請求 し た と き は 、 当 該 請 
























































求 に 従わ な けれ ば な ら な い 。 こ の 場合 に お いて 、 当 該 不適 合 が 発注 者 の 指示 に よる と き 
その 他 発 注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる と き は 、 発 注 者 は 、 必 要 に 応じ 履行 期間 若 し 
く は 業務 委託 料 を 変更 し 、 又 は 受注 者 に 損害 を 及ぼ し た と き は 必要 な 費用 を 負担 し な け 
れ ば な ら な い 。 














































































































(条件 変更 等 ) 

第 18 条 受注 者 は 、 業 務 を 行う に 当たり i OA ON NN こ 該 当 す る 事実 を 発見 し た 
と き は 、 そ の 財 を 直ちに 発注 者 に 通知 し 、 そ の 確認 を 請求 し な けれ ば な ら な い 。 
ーー 図面 、 仕 様 書 、 金 額 を 記載 し な い 内 訳書 、 現 場 説明 書 及び 現場 説明 に こ 対 する 質問 回 

答 書 が 一 致し な いこ と (これ ら の 優先 順位 が 定め られ て いる 場合 を 除く 。) 。 

= 全 図書 に 誤診 又は 腕 漏 が ある こと 。 

3 † 図 書 の 表示 が 明確 で な いこ と 。 

四 履行 上 の 制約 等 設計 図書 に 示さ れ た 自然 的 又は 人 為 的 な 履行 条件 と 実際 の 履行 条 信 

が 相違 する こと 。 
五 設計 図書 に 明示 され て いな い 履 行 条 件 に つい て 、 予 期す る こと の で き な い 特別 な 状 
態 が 生じ た こと 。 

2 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に よる 確認 を 請求 され た と き 又 は 自ら 同 項 各 号 に 掲げ る 事実 を 
発見 し た と き は 、 受 注 者 の 立会 い の 下 、 直 ち に 調査 を 行わ な けれ ば な ら な い 。 た だ し 
受注 者 が 立会 い に 応じ な い 場 合 に は 、 受 注 者 の 立会 い を 得 ず に 行う こと が で きる 。 

3 発注 者 は 、 前 項 の 調査 に 当たっ て は 、 受 注 者 の 意見 を 聴い た 上 で 、 調 査 の 結果 (これ 
に 対し て と る 記 き 措置 を 指示 する 必要 が ある と き は 、 当 該 指 示 を 含む 。) を 取り まとめ 、 
半 査 の 終了 後 14 日 以内 に 、 そ の 結果 を 受注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 た だ し 、 そ の 
期間 内 に 通知 で き な い や む を 得 な い 理 由 が ある と き は 、 あ ら か じ め 受 注 者 の 意見 を 聴い 

た 上 で 、 当 該 期 間 を 延長 する こと が で きる 。 

4 前 項 の 調査 の 結果 に より 第 1 項 各 号 に 掲げ る 事実 が 確認 され た 場合 に お いて 、 必 要 が 
ある と 認め られ る と き は 、 発 注 者 は 、 設 計 図 書 の 訂正 又は 変更 を 行わ な けれ ば な ら な い 。 

5 前 項 の 規定 に より 設計 図書 の 訂正 又は 変更 が 行わ れ た 場合 に お いて 、 発 注 者 は 、 必 要 
が ある と 認め られ る と き は 、 履 行 期間 若しくは 業務 委託 料 を 変更 し 、 又 は 受注 者 に 損害 
を 及ぼ し た と き は 、 必 要 な 費用 を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 
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3 加 葛 瑞 


kl 






































uy 
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(設計 図書 等 の 変更 ) 
第 19 条 発注 者 は 、 前 条 第 4 項 に 規定 する 場合 の ほか 必要 が ある と 認め る と き は 、 設 計 図 
書 又 は 業務 に 関す る 指示 (以下 本 条 及 び 第 21 条 に お いて 「 設 計 図 書 等 」 と いう 。) の 変 
EE 内 容 を 受注 者 に 通知 し て 、 設 計 図 書 等 を 変更 する こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて 、 
発注 者 は 、 必 要 が ある と 認め られ る と き は 、 履 行 期間 若しくは 業務 委託 料 を 変更 し 、 又 
は 受注 者 に 損害 を 及ぼ し た と き は 、 必 要 な 費用 を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 










































































































































































(業務 の 中 止 ) 

第 20 条 第 三 者 の 所 有する 土地 へ の 立入 り に つい て 当該 土地 の 所 有 者 等 の 承諾 を 得る こ 
と が で き な い た め 又 は 禁 風 、 豪 雨 、 洪 水 、 高 潮 、 地 震 、 地 すべ り 、 落 盤 、 火 災 、 騒 乱 、 
禁 動 その 他 の 自然 的 又は 人 為 的 な 事象 等 (以下 本 条 及 び 第 29 条 に お いて 「 天 災 等 」 と い 
う 。) 、 受 注 者 の 責め に 帰す こと が で き な い も の に より 作業 現場 の 状態 が 着 し く 変 動 し 
受注 者 が 業務 を 行う こと が で き な い と 認め られ る と き は 、 発 注 者 は 、 業 務 の 中 止 内 容 を 

直ちに 受注 者 に 通知 し て 、 業 務 の 全部 又は 一 部 を 一 時 中 止 さ せな けれ ば な ら な い 。 

2 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に よる ほか 必要 が ある と 認め る と き は 、 受 注 者 に 通知 し て 、 業 
務 の 全部 又は 一 部 を 一 時 中 止 さ せる こと が で きる 。 

3 発注 者 は 、 前 2 項 の 規定 に より 業務 を 一 時 中 止 し た 場合 に お いて 必要 が ある と 認め ら 
れる と き は 、 履 行 期間 又は 業務 委託 料 を 変更 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 場合 に お いて 、 
















































































































































































受注 者 が 業務 の 続行 に 備え 業務 の 一 時 中 止 に 伴 
者 に 損害 を 及ぼ し た と き は 、 発 注 者 は 必要 な 費 


(業務 に 係る 受注 者 の 提案 ) 








第 21 条 受注 者 は 、 設 計 図書 等 に つい て 技術 的 又は 経済 的 | 

項 を 発見 し 、 又 は 発案 し た と き は 、 発 肖 i 
書 等 の 変更 を 提案 する こと が で きる 。 
2 発注 者 は 、 前 項 に 規定 する 受注 者 の 提案 を 受け た 場合 に お いて 、 必 要 が ある と 認め る 
E 者 に 通知 する も の と する 。 





























と き は 、 設 計 図 書 等 の 変更 を 受 測 
































9 
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び 
ヘーm 









































者 に 対し て 、 当 該 発 




















増加 費用 を 必要 と し た と き 又 は 受注 
負担 し な けれ ば な ら な い 。 









































優れ た 代替 方 法 そ の 他 改 良 事 
見 又は 発案 に 基づき 設計 図 











3 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に より 設計 図書 等 が 変更 され た 場合 に お いて 、 必 要 が ある と 誰 
め ら れる と き は 、 履 行 期間 又は 業務 委託 料 を 変更 し な けれ ば な ら な い 。 


(適正 な 履行 期間 の 設定 ) 


第 21 条 の 2 発注 者 は 、 履 行 期間 の 延 
労働 時 間 そ の 他 の 労働 条件 が 適正 
施 が 困難 で ある と 見 込ま れる 日 
























































(受注 者 の 請求 に よる 履行 期間 の 延長 ) 








第 22 条 受注 者 は 、 そ の 責め 





る こと が で き な い と き は 、 そ の 理由 を 明示 し た 書 


を 請求 する こと が で きる 。 


2 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に よ 














長 又は 短縮 を 行う と き は 、 こ 
に 確保 され る よう 、 や お む を 得 な 
数 等 を 考慮 し な けれ ば な ら な い 。 














の 業務 に 従事 する 者 の 
い に より 業務 の 実 


\ 号 














上 














に 帰す こと が で き 3 に より 履行 期間 内 に 業務 を 完了 す 



































る 請求 が あっ た 場合 に 
































こよ り 発 注 者 に 履行 期間 の 延長 変更 





洒 





お いて 、 必 要 が ある と 認め られ る と 


き は 、 履 行 期間 を 延長 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 場合 に お いて 、 REI 


発注 者 の 責め に 帰す べき 事 
































れる 変更 を 行い 、 又 は 受注 

















者 に 


に よる と き は 、 発 泊 














な い 。 











(発注 者 の 請求 に よる 履行 期間 の 短縮 等 ) 


第 23 条 発注 者 は 、 特 別 の 理 
































由 に より 





短縮 変更 を 受注 者 に 請求 する こと が で きる 。 











2 発注 者 は 、 前 項 の 場合 に 
































者 は 業務 委託 料 に つい て 必要 と 認め ら 
順 害 を 及ぼ し た と き は 必要 NN 












































履行 期間 を 短縮 する 必要 が ある と き は 、 履 行 期間 の 





お いて 、 必 要 が ある と 認め られ る と き は 、 業 務 委 託 料 を 変更 





し 、 又 は 受注 者 に 損害 を 及ぼ ば し た と き は 、 必 要 な 費用 を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 

















(履行 期間 の 変更 方 法 ) 





























第 24 条 履行 期間 の 変更 に つい て は 、 発 注 
始 の 日 か ら 14 日 以内 に 協議 が 整わ な い 場 合 に 
つい て 











2 前 項 の 協議 開始 の 日 に 
する も の と する 。 た だ し 、 
っ て は 、 発 注 者 が 履行 期間 
履行 期間 の 変更 の 請求 を 受 

































































E 者 と 受注 者 と が 協議 し て 定め る 。 た だ し 、 協 議 開 
は 、 発注 者 が 定め 、 受 注 者 に 通知 する 。 















































は 、 発 注 者 が 受注 者 の 意見 を 聴い て 定め 、 受 注 者 に 通知 


























発注 者 が 履行 


























の 変 








更 の 請求 を 受 ( けた 日 





けた 

















A (第 22 条 の 場合 に あ 




















。 前 条 の 場合 に あっ て は 、 受 注 者 が 














日 と する 。) か ら 7 日 以内 に 協議 開始 の 日 を 通知 し な い 








場合 に は 、 受 注 者 は 、 協 議 開 始 の 日 を 定め 、 発 注 者 に 通知 する こと が で きる 。 


(業務 委託 料 の 変更 方 法 等 ) 
第 25 条 業務 委託 料 の 変更 に つい て は 、 発 注 者 と 受注 者 と が 協議 し て 定め る 。 た だ し 、 協 議 
開始 の 日 か ら 14 日 以内 に 協議 が 整わ な い 場 合 に は 、 








2 前 項 の 協議 開始 の 日 に つ 
ずる の と ずる 。 た だ し 、 





ーー 

















議 開 始 の 日 を 通知 し な い 場 





‘て は 











合 に 6 



































発注 者 が 定め 、 受 注 者 に 通知 する 。 









































、 発 注 者 が 受注 者 の 意見 を 聴い て 定め 、 受 注 者 に 通知 











発注 者 が 業務 委託 料 の 変更 
よ 、 受 注 者 は 、 協 議 開始 の 日 を 定め 、 発 注 者 に 通知 する 



































事由 が 生じ た 日 か ら 7 日 以内 に 協 




















こと が で きる 。 


3 この 約款 の 規定 に 
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プ ユ 
































より 、 受 
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担 する 必要 な 費用 の 額 に つい て は 、 発 注 














が 増加 費 


者 と 受 

















を 必要 と し た 場合 又は 損害 を 受け た 場合 
注 者 と が 協議 し て 定め る 。 


























こ 発注 者 が 















































(臨機 の 措置 ) 

第 26 条 受注 者 は 、 災 害 防 目 等 の た め 必 要 が ある と 認め る と き は 、 了 臨機 の 措置 を と ら な け 
れ ば な ら な い 。 こ の 場合 に お いて 、 必 要 が ある と 認め る と き は 、 受 注 者 は 、 あ ら か じ め 
発注 者 の 意見 を 聴か な けれ ば な ら な い 。 た だ し 、 緊 急 や む を 得 な い 事 情 が ある と き は 
この 限り で な い 。 

2 前 項 の 場合 に お いて は 、 受 注 者 は 、 そ の と っ た 措置 の 内 容 を 発注 者 に 直ちに 通知 し な 
けれ ば な ら な い 。 

3 発注 者 は 、 災 害 防 止 そ の 他 業 務 を 行う 上 で 特に 必要 が ある と 認め る と き は 、 受 注 者 に 
対し て 臨機 の 措置 を と る こと を 請求 する も こと が で きる 。 

4 受注 者 が 第 1 項 又 は 前 項 の 規定 に より 臨機 の 措置 を と っ た 場合 に お いて 、 当 該 措置 に 














要 し た 費用 の うち 受 沼 
め ら れる 部 分 








(一 般 的 損害 ) 


に つい て は 、 





























発 半 








EE 者 が 業務 委託 料 の 範囲 に 
E 者 が 





これ を 負 # 








第 27 条 成果 物 の 引渡 し 前 

















条 に お いて 「 成 果物 等 に 係 
































お いて 負担 する こと が 適当 で な いと 
の. 


























る 1 


トロ ニー ビュ 























だ だ 人 その 員 審 (設計 図 
の うち 発注 者 の 責め に 改 




















(第 三 者 に 及 
第 28 条 業務 
いて 、 当 該 第 三 者 に 対し 
償 額 を 負担 する 。 
前 項 の 規定 
され た 保険 に より て ん 福 
その 他 発 注 者 の 責め に 帰 
を 負担 する 。 た だ し 、 受 
者 の 責め に 帰す べき 事 E 
り で な い 。 
0 
第 三 者 に 及ぼ し た 損 
oo 


ぼ し た 損害 
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図書 
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呈す べき 事 








震 」 と いう 。 
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て 損 








E に か か わら ず 、 同 項 ( 


受注 者 が 
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ke 
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(設計 





ンチ 
い ー 


書 【 











三 ! 





) に つい て 、 当 訪 第 三才 





ほす る 賠償 額 ( 設 
され た 部 分 を 除く 。 
党 す べき 事 [ 
、 発 : 
が あめ あるこ 


注 者 の 指示 又 


受注 
































きき 
mn 




















に 、 成 果物 に 生じ た 損害 その 他 業 務 を 行う に つき 生じ た 損害 
(次 条 第 1 項 、 第 2 項 若 し く は 第 3 項 又は 第 29 条 第 1 項 に 規定 する 損害 を 除く 。 
) に っ つい で は 
E め る と ころ に より 付 さ れ た 保険 に より て ん 補 さ れ た 前 
に 











以下 本 
1 を 負担 する 。 
分 を 除く 。 















































者 が その 費 / 





) 








より 生じ た も の に つい て は 、 発 注 者 が 負担 する 。 





























を 行う に つき 第 三 者 に 及ぼ し し た 失 害 (第 3 項 に 規 


害 の 賠償 を 





行わ な けれ ば な ら な いと き は 、 








区 





XR 


E す る 損害 を 除く 。 


) に つ 
受注 者 が その 賠 








2 ニニ 
ー 
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に 定め る と ころ に より 付 











) の うち 、 発 注 者 の 指示 、 
より 生じ た も の に つい て は 、 発 泊 
は 貸与 品 等 が 不適 当 で ある こと 等 発注 
と を 知り な が ら こ れ を 通知 し な か っ た と き は 








こつ き 通 常 避け る こと が で き な い 騒音 、 振 動 、 
誠 











発注 者 が その 賠償 額 を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 

















良 な 管理 者 の 

















4 


注意 義務 を 怠っ た こと に より 4 
前 3 項 の 場合 その 他 業 務 を 行う に つき 第 三 者 と の 間 に 紛 








た だ し 、 業 務 


E じ た も の に つい て は 、 














貸与 品 等 の 性 状 
者 が その 賠償 額 














、 こ の 限 


地下 水 の 断 絶 等 の 理由 に よ 


E め る と ころ に より 付 さ れ た 保険 に より て ん 補 さ 
に 損害 の 賠償 を 行わ か な けれ ば な ら な いと き は 


に つき 受注 者 が 善 


E 者 が 負担 する 。 





SR 














受 治 
お いて は 














を 生じ た 場合 に 





発注 者 及び 受注 者 は 協力 し て その 処理 解決 に 当たる も の と する 。 











(不可 抗力 に よる 損害 ) 
第 29 条 成果 物 の 引渡 し 前 


準 を 超え る も の に 限る 。 
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部 分 
現場 に 


搬入 し た 調査 機械 器具 


に 、 天 災 等 (』 
) で 発注 者 、 
NA NN 4 90 SO 
け (以下 本 条 及 び 第 49 条 に 


お いて 「 
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設計 


書 で 





基準 を 定め 














受 当 
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注 者 の いずれ の 


責 め 


より 、 試 験 等 








業務 の 出来 























に 損害 が 生じ た と き は 











け 」 
受注 者 


ジ 部 分 








た も の に あっ て は 、 当 該 基 
に も 帰す こ と が で き な い や も 

に 供 さ れる 業務 の 出来 形 
、 仮 設 物 又 は 作業 
ほ 実 の 発生 後 直 ち 

















は 、 そ の : 
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4 発注 者 
当該 損害 の 額 (業務 の 出来 形 部 分 、 仮 設 物 又 は 作業 現場 に 搬入 し た 


て 立会 いそ の 他 受 注 者 の 業務 に 関す る 記録 等 に より 確認 する こと が で きる 額 に 限る 。) 


〇 1 


第 30 条 
第 39 条 の 規定 に より 業務 委託 料 を 


2 


3 


に その 状況 を 発注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 











発注 者 は 、 前項 の 規定 










































































ろ に より 付 さ れ た 保険 




















受注 者 は 、 前 項 の 規定 に より 】 


を 発注 者 に 請求 する こ 




















ーー ン 











に よる 通知 を 受け た と き は 、 直 ち に 調査 を 行い 、 同 項 の 損害 ( 受 
注 者 が 番 良 な 管理 者 の 注意 義務 を 怠っ た こと に 基づく も の 及び 設計 図書 に 定め る と こ 





に より て ん 補 さ れ た 部 分 を 除く 。 以下 本 条 に お いて 「 損 害 」 と い 
う 。) の 状況 を 確認 し 、 そ の 結果 を 受注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 




































































と が で きる 。 























ょ 、 前 項 の 規定 に より 受注 者 か ら 損害 に よる 費用 の 負担 の 請求 ヵ 












































及び 当該 損害 の 取 片 付 




















前 項 に 規定 する 損害 



































損害 を 受け た 業務 の 
に は その 評価 額 を 差 























抗力 に よる 損害 合計 額 の 負担 に つ 
の 額 の 累計 」 と 、 




















務 で 償却 する こと と 


























順 害 の 状況 が 確認 され た と き は 、 損 害 に よる 費用 の 負担 





* ぶ あっ た と き は 、 
周 査 機械 器具 で あっ 




















け に 要する 費用 の 人 額 の 合計 額 (第 6 項 に お いて 「 損 害 合 計 額 」 と 
いう 。) の うち 業務 委託 料 の 100 分 の 1 を 超え る 額 を 負担 し な けれ ば な ら 
の 額 は 、 次 の 各 号 に 掲げ る 損害 に つき 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定め 
る と ころ に より 、 算 定 す る 。 
ーー 業務 の 出来 形 部 分 









































に 関す る 損害 














出来 形 部 分 に 相応 する 業務 委託 料 の 額 と し 、 残 存 人 


し 引い た 額 と する 。 





仮設 物 又 は 調査 機械 器具 に 関す る 損害 
叶 害 を 受け た 仮設 物 又は 調査 機械 器具 で 通常 妥当 と 






































な い 。 








fh 値 が ある 場合 








認め られ る も の に つい て 、 当 該 業 
し て いる 償却 費 の 額 か ら 損害 を 受け た 時 点 に お ける 成果 物 に 相 
応 す る 償却 費 の 額 を 差し 引い た 額 と する 。 た だ し 、 修 繕 に より その 機能 




















を 回 復 す る こ 





と が で き 、 か つ 、 修 繕 費 の 額 が 上 記 の 額 よ り 少額 で や る も の に つい て は 、 そ の 修繕 費 


の 額 と する 。 


数 次 に わた る 不可 抗力 に より 損害 合計 額 が 累積 し た 場合 に お ける 第 2 次 以降 の 不可 
いて は 、 第 4 項 中 「 当 該 損害 の 額 」 と ある の は 「 損 天 
「 当 該 損害 の 取 片 付け に 要する 費用 の 額 」 と ある の は 




















=] 




























































































「 損 害 の 取 片 付 











け に 要する 費用 の 額 の 累計 」 と 、「 業 務 委 託 料 の 100 分 の 1 を 超え る 人 額 」 と ある の は 「 業 
務 委 託 料 の 100 分 の 1 を 超え る 人 額 か ら 既 に 負担 し た 額 を 差し 引い た 額 」 と し て 同 項 を 適 
用 する 。 





























(業務 委託 料 の 変更 に 代え る 設計 図書 の 変更 ) 
















































































きる 。 こ の 場合 に お いて , 設計 図書 の 変更 内 容 は 、 

















発注 者 が 定め 、 受 注 者 


し な り け 
べき 











有 前項 の 協議 開始 の 日 




















lm 


『 由 が 生じ た 日 か 




















議 開 始 の 日 を 定め 、 発 


(検査 及び 引渡 し ) 




















て 
}「 れ ば な ら な い 。 た だ し 、 発 注 者 が 業務 委託 料 を 増額 すべ き 事 
へ 


第 31 条 受注 者 は 、 業 務 
発注 者 は 、 前 項 の 規定 に よる 通知 を 受け た と き は 、 通 知 を 受け た 日 


注 者 の 立会 い の 下 、 設 計 図 書 に 定め る と ころ に より 業務 の 完了 を 確認 する た め の 検 査 を 


に 通知 する 。 
に つい て は 、 発 注 者 が 受注 者 の 意見 を 聴い 




































































F 
ら 7 上 日 以内 に 協議 開始 の 日 を 通知 し な い 場 合 に は 、 











注 者 に 通知 する こと が で きる 。 


























発注 者 は 、 第 8 条 、 第 17 条 か ら 第 23 条 まで 、 第 26 条 、 第 27 条 、 前 条 、 第 33 条 又は 
額 すべ き 場合 又は 費用 を 負担 すべ き 場 合 に お いて 、 
特別 の 理由 が ある と き は 、 業 務 委 託 料 の 増額 又は 負担 額 の 全部 又は 一 部 に 代え て 設計 区 
書 を 変更 する こと が で 
者 と が 協議 し て 定め る 。 た だ し 、 協 議 開始 の 日 か ら 14 日 以内 に 協議 が 整わ 

















発注 者 と 受注 
な い 場 合 に は 、 
































を 完了 し た と き は 、 そ の 計 を 発注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 
























































完了 し 、 当 該 検査 の 結果 を 受注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 


























か ら 10 日 以内 に 受 

























































































発注 者 は 、 前 項 の 検査 に よっ て 業務 の 完了 を 確認 し た 後 、 受 注 者 が 成果 物 の 引渡 し を 


4 


5 


第 32 条 受注 者 は 、 


2 


3 


第 33 条 発注 者 は 、 


2 


3 
に 損害 を 及ぼ し た と き は 、 必 要 な 費用 
(前 金 払 ) 
第 34 条 受注 者 は 、 保 証 事業 会 社 と 、 契 約 書 記載 の 


5 













































































は 、 当 該 請 求 に 直 ち 








れ ば な ら な い 。 











受け な けれ ば な ら な い 。 

















の 規定 を 読み 替え て 準用 する 。 




















(業務 委託 料 の 支払 い ) 











前 条 第 2 項 ( 同 条 第 5 項 に お いて 読 


下 本 条 に お いて 同じ 。) の 検査 に 合格 し た と き は 、 


発注 者 は 、 前 項 の 








昭 定 に 





よる 請求 が あっ た と き は 、 


務 委 託 料 を 支払 わな けれ ば な ら な い 。 


発注 者 が その 責め に 帰す べき 事 
日 か ら 検 査 を し た 











その 期限 を 経過 し た 




















に お いて 「 約 定期 間 」 
日 数 が 約定 期間 の 日 











その 遅延 
数 を 超え た 日 

















と いう 。 









































) の 





日 数 か ら 差 し 


(引渡 し 前 に お ける 成果 物 の 使用 ) 








出 を 行わ な か いと き は 、 
請求 する こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて 、 受 注 者 


日 まで の 期間 の 




















当該 成果 物 の 



































に より 前 条 第 2 項 の 期間 内 に 検査 を し な 





請求 を 受け た 日 


1 し 出 た と き は 、 上 直ちに 当該 成果 物 の 引渡 し を 受け な けれ ば な ら な い 。 
発注 者 は 、 受 注 者 が 前 項 の 
支払 い の 完 了 と 同時 に 行う こと を 
に 応じ な け 
受注 者 は 、 業 務 が 第 2 項 の 検査 に 合格 し な いと き は 、 直 ち に 修 祖 
この 場合 に お いて 、 修 補 の 完了 を 業務 の 完了 と みな 


| 渡し を 業務 委託 料 





し て 発注 者 の 検査 を 
































し て 前 各 項 








み 替 えて 人 準用 する 場合 を 含む 。 以 
に 務 委 託 料 の 支払 い を 請求 する こと 





か ら 30 日 以内 に 業 








* ど と きき は 





日 数 は 、 
引く も の と する 。 








数 を 超え る と き は 、 約 定期 間 は 、 遅 延 日 
に お いて 満了 し た も の と みな す 。 














前 項 の 期間 (以下 この 項 





この 場合 に お いて 、 
数 が 約定 期間 の 日 


























第 31 条 第 3 項 又は 第 4 項 (第 37 条 第 1 項 又 は 第 2 項 に お いて 読み 替え 




















て 準用 する 場合 を 含む 。 以下 本 条 に お いて 同じ 。 ) の 規定 に よる 引渡 し 前 に お いて も 、 

















成果 物 の 全部 又は 








し な けれ ば な ら な い 





部 を 受 治 
前 項 の 場合 に お いて は 、 発 泊 




















な 


E 者 の 承諾 を 得 て 使 / 
E 者 は 、 そ の 使用 部 分 を 善 









































ずる こと が で きる 。 




















な 管 











理 者 の 注意 を も っ て 使用 




















発注 者 は 、 第 1 項 の 規定 に より 成果 物 の 全部 又は 一 部 を 使用 し た こと に よっ て 受注 者 








前 払金 保証 事業 に 関す る 












































いて 「 保 証 契 約 」 と いう 。) を 締結 し 、 そ の 保証 証書 を 発注 者 に 寄託 し て 、 業 務 委 託 
5 以内 の 前 払金 の 支払 い を 発注 者 に 請求 する こと が で きる 。 
前 払金 に 1 千 円 未満 の 端数 が ある と き は 、 


の 10 分 の 3. 
る 。 
受注 者 は 、 
































この 場合 に お いて 、 
発注 者 は 、 前 項 の 














前 項 の 規定 に よる 保証 証書 
証 契 約 の 相手 方 た る 保証 事業 会 社 が 定め 、 発 沿 


受注 者 は 、 当 該 保証 証書 を 寄託 し た も の と みな す 。 











曲 定 に よる 








を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 














: 律 第 2 条 第 5 項 に 規定 する 














履行 期限 を 保証 期限 と し 、 公 共 工 事 
末 証 契約 (以下 本 条 及 び 次 条 



































請求 が あっ た と き は 、 


払金 を 支払 わな けれ ば な ら な い 。 





受注 者 は 、 業 務 委 託 料 が 著しく } 
の 10 分 の 3.5 か ら 受 領 済み の 前 払金 額 を 差し 引 v 
支払 い を 請求 する こと が で きる 。 こ の 場合 に お 


る 。 
受注 者 は 、 業 務 委 





後 の 業 務 委 託 料 の 10 分 の 4.5 を 』 
皿 過 額 を 返還 し な けれ ば な ら な い 。 


ら 30 日 以内 に 、 





その 


額 さ れ た 場合 ! 





























の 寄託 に 代え て 、 


VER 








この 端数 を 




















請求 を 受け た 日 








の 
こ お 


Hl ee 


交 


J り 捨て る も の と す 





電磁 的 方 法 で あっ て 、 当 該 保 
E 者 が 認め た 措置 を 講ず る こと が で きる 。 


か ら 14 日 以内 に 前 

















こ お い て は 、 そ の 





額 後 の 業務 委託 料 











\ た 額 に 相当 する 人 額 の 範囲 内 で 前 払金 の 
































前 項 の 規定 を 読み 替え て 準 


E 者 は 、 業 務 委 託 料 が 減額 され た 日 











| す 





託 料 が 著しく 減額 され た 場合 に お いて 、 受 領 済み の 前 払金 額 が 減額 
思え る と き は 、 受 当 





か 


6 前 項 の 超 半 額 が 相当 の 人 額 に 達し 、 返 本 する こと が 前 払金 の 使用 状況 か ら み て 著しく 不 











































































































適当 で ある と 認め られ る と き は 、 発 注 者 と 受注 者 と が 協議 し て 返 本 すべ き 超 過 人 額 を 定め 
る 。 た だ し 、 業 務 委 託 料 が 減額 され た 日 か ら 30 日 以内 に 協議 が 整わ な い 場合 に は 、 発 注 
者 が 定め 、 受 注 者 に 通知 する 。 

7 発注 者 は 、 受 注 者 が 第 4 項 の 期間 内 に 超過 人 額 を 返還 し な か っ た と き は 、 そ の 未 返 還 額 
に つき 、 同 項 の 期間 を 経過 し た 日 か ら 返 選 を する 日 まで の 期間 に つい て 、 そ の 日 数 に 応 











































































































































































































































































































































































































































































































じ 、 年 2.5 パ ー セ ント の 割合 で 計算 し た 額 の 遅延 利島 の 支払 い を 請求 する こと が で きる 。 
(保証 契約 の 変更 ) 

第 35 条 受注 者 は 、 前 条 第 4 項 の 規定 に より 受領 済み の 前 払金 に 追加 し て さら に 前 払金 の 
支払 い を 請求 する 場合 に は 、 あ ら か じ め 保 証 契 約 を 変更 し 、 変 更 後 の 保証 証書 を 発注 者 
に 寄託 し な けれ ば な ら な い 。 

2 受注 者 は 、 前 項 に 規定 する 場合 の ほか 、 業 務 委 託 料 が 減額 され た 場合 に お いて 、 保 証 
契約 を 変更 し た と き は 、 変 更 後 の 保証 証書 を 直ちに 発注 者 に 寄託 し な けれ ば な ら な い 。 

3 受注 者 は 、 第 1 項 又は 第 2 項 の 規定 に よる 保証 証書 の 寄託 に 代え で 、 電磁 的 方 法 で あ 
っ て 、 当 該 保 証 契 約 の 相手 方 た る 保証 事業 会 社 が 定め 、 発 注 者 が 認め た 措置 を 講ず る こ 
と が で きる 。 この 場合 に お いて 、 受注 者 は 、 当 該 保証 証書 を 寄託 し た も の と みな す 。 

4 受注 者 は 、 前 払金 額 の 変更 を 伴わ な い 履 行 期間 の 変更 が 行わ れ た 場合 に は 、 発 注 者 に 
代わ り そ の 冒 を 保証 事業 会 社 に 直ちに 通知 する も の と する 。 

(前 払金 の 使用 等 ) 
第 36 条 受注 者 は 、 前 払金 を この 業務 の 材料 費 、 労 務 費 、 外 注 費 、 機 械 購入 費 (当該 業務 
に お いて 償却 され る 割合 に 相当 する 額 に 限る 。) 、 動 力 費 、 支 払 運 賃 及び 保証 料 に 相当 
する 額 と し て 必要 な 経費 以外 の 支払 い に 充 当 し て は な ら な い 。 
(部 分 払 ) 

第 36 条 の 2 受注 者 は 、 業 務 の 完了 前 に 、 受 注 者 が 既に 業務 を 完了 し た 音 次 条 の 規定 に より 部 
分 引渡 し を 受け て いる 場合 に は 、 当 該 引渡 し 部 分 40 が の 」 と いう 。) 
に 相応 する 業務 委託 料 相 当 額 の 10 分 の 9 以内 の 額 に つい て 、 次 項 か ら 第 7 項 ま で に 定め る と ころ 
こよ り 部 分 払 を 請求 する こと が で きる 。 た だ し 、 こ の 請求 は 、 履 行 期 間 中 @Q 回 を 超え る こと が で 


( 注 ) 部 分 払 を 行わ な い 場 合 に は 、 こ の 条 を 削除 する 。 
1 履行 期間 及び 業務 委託 料 を 勘案 し て 妥当 と 認め られ る 数 字 を 記入 する 。 


























































































































2 受注 者 は 、 部 分 払 を 請求 よう と する と き は 、 あ ら か じ め 、 当 該 請求 に 係る 既 履 行 部 分 の 確認 
NN し な けれ ば な ら な い 。 

3 発注 者 は 、 前 項 の 場合 に お いて 、 当 該 請求 を 受け た 日 か ら 10 日 以内 に 、 受 注 者 の 立会 い の 上 、 
計 図 書 に 定め る と ころ に より 、 同 項 の 確認 を する た め の 検 査 を 行い 、 当 該 確認 の 結果 を 受注 者 に 
知 し な けれ ば な ら な い 。 

4 前 項 の 場合 に お いて 、 検 査 に 直接 要する 費用 は 、 受 注 者 の 負担 と する 。 

5 部 分 払金 の 額 は 、 次 の 式 に より 算定 する 。 こ の 場合 に お いて 、 第 1 項 の 業務 委託 料 相 当 額 は 
発注 者 と 受注 者 と が 協議 し て 定め る 。 た だ し 、 発 注 者 が 第 3 項 の 通知 に あわ せ て 第 1 項 の 業務 
託 料 相当 額 の 協議 を 申し 出 た 日 か ら 10 日 以内 に 協議 が 整わ な い 場 合 に は 、 発注 者 が 定め 、 受注 
に 通知 する 。 

部 分 払金 の 額 人 第 の 業務 委託 料 相 当 額 X (9 /10 一 前 払金 額 ノ 業 務 委 託 料 ) 















































































































































on 


品 叶 


ま 






































こよ り 算 定 さ れ た 人 額 の 部 分 払 
い を 請求 する こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて は 、 発 注 者 は 、 当 該 請求 を 受け た 日 か ら 30 日 以内 
に 部 分 払金 を 支払 わな けれ ば な ら な い 。 
7 前 項 の 規定 に より 部 分 払金 の 支払 い が あ っ た 後 、 再度 部 分 払 の 請求 を する 場合 に お いて は 、 第 
1 項 及 び 第 5 項 中 「 業 務 委 託 料 相当 額 」 と ある の は 「 業 務 委 託 料 相当 額 か ら 既 に 部 分 払 の 対象 と 
な っ た 業務 委託 料 相 当 額 を 控除 し た 額 」 と する も の と する 。 





フト 


6 受注 者 は 、 第 3 項 の 規定 に よる 確認 が あっ た と き は 、 前 項 の 規定 ( 
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(部 分 引渡 し ) 

第 37 条 成果 物 に つい て 、 発 注 者 が 設計 図書 に お いて 業務 の 完了 に 先立っ て 引渡 し を 受け る べき こ 
と を 指定 し た 部 分 (以下 本 条 に お いて 「 指 定 部 分 」 と いう 。) が ある 場合 に お いて 、 当 該 指定 部 
分 の 業務 が 完了 し た と き は 、 第 31 条 中 「 業 務 」 と ある の は 「 指 定 部 分 に 係る 業務 」 と 、「 成 果物 」 
と ある の は 「 指 定 部 分 に 係る 成果 物 」 と 、 同 条 第 4 項 及 び 第 32 条 中 「 業 務 委 託 料 」 と ある の は 「 部 
分 引渡 し に 係る 業務 委託 料 」 と 読み 替え て 、 こ れ ら の 規定 を 準用 する 。 

2 前 項 に 規定 する 場合 の ほか 、 成 果物 の 一 部 分 が 完成 し 、 かつ 、 可 分 な も の で ある と き は 、 発 注 

者 は 、 当 該 部 分 に つい て 、 受 注 者 の 承諾 を 得 て 引 渡し を 受け る こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて 、 
第 31 条 中 「 業 務 」 と ある の は 「 引 渡部 分 に 係る 業務 」 と 、「 成 果物 」 と ある の は 「 引 渡部 分 に 係 
る 成果 物 」 と 、 同 条 第 4 項 及 び 第 32 条 中 「 業 務 委 託 料 」 と ある の は 「 部 分 引渡 し に 係る 業務 委託 
料 」 と 読み 替え て 、 こ れ ら の 規定 を 準用 する 。 

3 前 2 項 の 規定 に より 準用 する 第 32 条 第 1 項 の 規定 に より 受注 者 が 請求 する ね こと が で きる 部 分 
引渡 し に 係る 業務 委託 料 は 、 次 の 各 号 に 掲げ る 式 に より 算定 する 。 こ の 場合 に お いて 、 第 一 号 中 
「 指 定 部 分 に 相応 する 業務 委託 料 」 は 、 発 注 者 と 受注 者 と が 協議 し て 定め る 。 た だ し 、 発 注 者 が 
前 2 項 に お いて 読み 替え て 準用 する 第 32 条 第 1 項 の 規定 に よる 請求 を 受け た 日 か ら 10 日 以内 に 
協議 が 整わ な い 場 合 に は 、 発 注 者 が 定め 、 受 注 者 に 通知 する 。 

ー 第 1 項 に 規定 する 部 分 引渡 し に 係る 業務 委託 料 
相応 する 業務 委 x (1 一 前 払金 の 額 ノ 業務 委託 料 ) 

こ 規 定 する 部 分 引渡 し に 係る 業務 委託 料 

こ 相 応 す る 業務 委託 料 X (1 一 前 払金 の 額 ノ 業務 委託 料 ) 



























































































































































































































































































































































































































































Du 層 ae 


F い 
斑 






































澤 

















い 























(第 三 者 に よる 代理 受領) 

第 38 条 受注 者 は 、 発 注 者 の 承諾 を 得 て 、 業 務 委 託 料 の 全部 又は 一 部 の 受領 に つき 第 三 者 
を 代理 人 と する こと が で きる 。 

2 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に より 受注 者 が 第 三 者 を 代理 人 と し た 場合 に お いて 、 受 注 者 の 
提出 する 支払 請求 書 に 当該 第 三 者 が 受注 者 の 代理 人 で ある 冒 の 明記 が な され て いる と 
き は 、 当 該 第 三 者 に 対し て 第 32 条 第 2 項 (第 37 条 に お いて 準用 する 場合 を 含む 。) 又は 第 36 条 
の 2 の 規定 に 基づく 支払 い を し な けれ ば な ら な い 。 

( 注 ) 部 分 払 を 行わ な い 場 合 に は 、 第 38 条 中 「 又 は 第 36 条 の 2」 を 削除 する 。 

































































(前 払金 等 の 不 払 に 対す る 業務 中 止 ) 
第 39 条 受注 者 は 、 発 注 者 が 第 34 条 、 第 36 条 の 2 又は 第 37 条 第 1 項 若 し く は 第 2 項 に お い 
て 読み 准 え て 準用 する 第 32 条 の 規定 に 基づく 支払 い を 遅延 し 、 相 当 の 期間 を 定め て その 
支払 い を 請求 し た に も か か わら ず 支 払い を し な いと き は 、 業 務 の 全部 又は 一 部 を 一 時 中 


止 す る こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて は 、 受 注 者 は 、 そ の 理由 を 明示 し た 書面 に より 、 















































































































































直ちに その 則 を 発注 者 に 通知 し な けれ ば な ら な い 。 
( 注 ) 部 分 払 を 行わ な い 場 合 に は 、 第 39 条 中 「、 第 36 条 の 2」 を 削除 する 。 



































2 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に より 受注 者 が 業務 を 一 時 中 止 し た 場合 に お いて 、 必 要 が ある 
と 認め られ る と き は 、 履 行 期間 又は 業務 委託 料 を 変更 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 場合 に 





































































































お いて 、 受 注 者 が 増加 費用 を 必要 と し 、 又 は 受注 者 に 損害 を 及ぼ し 
な 費用 を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 

















(契約 不適 合 責任 ) 
































た と き は 、 発 注 者 は 必要 














第 40 条 発注 者 は 、 引 き 渡 され た 成果 物 が 種類 又は 品質 に 関し て 契約 の 内 容 に 適合 し な いも の (以下 「 契 
約 不 適合 」 と いう 。) で ある と き は 、 受 注 者 に 対し 、 成 果物 の 修 補 又 は 代 奉 物 の 引渡 し に よる 履行 の 





























追 完 を 請求 する こと が で きる 。 





























2 前 項 の 場合 に お いて 、 受 注 者 は 、 発 注 者 に 不 相 当 な 負担 を 課す る も の で な いと き は 、 発 注 者 が 請求 


























し た 方 法 と 異な る 方 法 に よる 履行 の 追 寺 を する こと が で きる 。 























3 第 1 項 の 場合 に お いて 、 発 注 者 が 相当 の 期間 を 定め て 履行 の 追 完 の 催告 を し 、 そ の 期間 内 に 履行 の 
































追 完 が な いと き は 、 発 注 者 は 、 そ の 不適 合 の 程度 に 応じ て 代金 の 減額 を 請求 する こと が で きる 。 た だ 








し 、 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する 場合 は 、 催 告 を する こと な く 、 直 ち に 代金 の 減額 を 請求 する こと 


が で きる 。 
ー 履行 の 追 完 が 不能 で ある と き 。 
ニ 受注 者 が 履行 の 追 売 を 指 絶 する 意思 を 明確 に 表示 し た と き 。 





















































三 成果 物 の 性 質 又 は 当事者 の 意思 表示 に より 、 特 定 の 日 時 又は 一 定 の 期間 内 に 履行 し な けれ ば 契約 
を し た 目的 を 達する こと が で き な い 場合 に お いて 、 受 注 者 が 履行 の 追 完 を し な いで その 時 期 を 経過 


















































し た と き 。 




















み が な いこ と が 明らか で ある と き 。 


(発注 者 の 任意 解除 権 ) 





























四 前 各 号 に 掲げ る 場合 の ほか 、 発 注 者 が この 項 の 規定 に よる 催告 を し て も 履行 の 追 完 を 受け る 見 込 





第 41 条 発注 者 は 、 業 務 が 完了 する まで の 間 は 、 次 条 又 は 第 43 条 の 規定 に よる ほか 、 必要 が ある と き は 、 


この 契約 を 解除 する こと が で きる 。 








2 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に より この 契約 を 解除 し た 場合 に お いて 、 受 注 者 に 損害 を 及ぼ し た と き は 、 









































その 損害 を 賠償 し な けれ ば な ら な い 。 


(発注 者 の 催告 に よる 解除 権 ) 














第 42 条 発注 者 は 、 受 注 者 が 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する と き は 相当 の 期間 を 定め て その 履行 の 催告 

















を し 、 そ の 期間 内 に 履行 が なかい と き は この 契約 を 解除 する こと が で きる 。 




















た だ し 、 そ の 期間 を 経過 し 





た 時 に お ける 債務 の 不履行 が この 契約 及び 取引 上 の 社会 通念 に 照ら し て 軽微 で ある と き は 、 こ の 限り 














で な い 。 


一 正当 な 理由 な く 、 業 務 に 着手 すべ き 期 日 を 過ぎ て も 業務 に 












































手 し な いと き 。 






























































二 履行 期間 内 に 完了 し な いと き 又 は 履行 期間 経過 後 相当 の 期間 内 に 業務 を 完了 する 見 込み が な い 











と 認め られ る と き 。 
三 管理 技術 者 を 配置 し な か っ た と き 。 

四 正当 な 理由 な く 、 第 40 条 第 1 項 の 履行 の 追 冠 が な され な いと き 。 
五 前 各 号 に 掲げ る 場合 の ほか 、 こ の 契約 に 違反 し た と き 。 



















































































(発注 者 の 催告 に よら な い 解 除 権 ) 
第 43 条 発注 者 は 、 受 注 者 が 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する と き は 、 直 ち に 
で きる 。 

一 第 5 条 第 1 項 の 規定 に 違反 し て 業務 委託 料 債権 を 譲渡 し た と き 。 

二 この 契約 の 成果 物 を 完成 させ る こと が で き な い こと が 明らか で ある と 
































この 契約 を 解除 する こと が 


き 。 




















受注 者 が この 契約 の 成果 物 の 完成 の 債務 の 























き 。 


五 契約 の 成果 物 の 性 質 や 当事者 の 意思 表示 に より 、 特 定 の 


契約 を し た 目的 を 達する こと が で き な い 場合 に お いて 、 受 注 者 が 履行 を し な いで その 時 期 を 経過 し 


た とき 。 


六 前 各 号 に 掲げ る 場合 の ほか 、 受 油 


四 受注 者 の 債務 の 一 部 の 
を 明確 に 表示 し た 場合 に お いて 、 残 存する 部 分 の み で は 契約 を し た 

















履行 が 不能 で ある 場合 又は 受注 者 が その 債務 の 一 音 































































































を し た 




















七 又 力 団 ( 鞭 力 団員 に よる 不当 







































































に 規定 する 奉 力 団 を いう 。 以 」 




































































の 防止 等 に 関す る 法律 第 2 条 第 6 号 に 規定 する 雷 力 F 








営 に 実質 的 に 関与 し て 






































































































































も っ て 、 


ニ 役員 等 
































員 で ある と 認め られ る と き 。 
























































































































































第 43 条 の 2 


は 、 契 約 を 解除 する こと が で きる 。 
取引 委員 会 が 、 受 注 者 に 違反 行為 が あっ た と し て 私 的 痢 


2 年 法律 第 54 号 。 以下 「 独 


= NE 
の 確保 
規定 す 


















































E で の いずれ か に 該当 する 者 を 再 委託 契約 その 他 の 契約 の 





























色 す る 意思 を 明確 に 表示 し た と き 。 
EE 絶する 意思 
的 を 達する こと が で き な い と 





日 時 又は 一 定 の 期間 内 に 履行 し な けれ ば 




















務 の 履行 を せ ず 、 発 注 者 が 前 条 の 催告 を し て も 契約 
的 を 達する の に 足り る 履行 が され る 見 込み が な いこ と が 明らか で ある と き 。 

な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 
ド こ の 条 に お いて 同じ 。) 又は ラ 松 力 団員 (暴力 


第 77 号 ) 第 2 条 第 2 号 
員 に よる 不当 な 行為 
員 を いう 。 以 下 こ の 条 に お いて 同じ 。) が 経 
いる と 認め られ る 者 に 業務 委託 料 債権 を 譲渡 し た と き 。 
人 第 45 条 又は 第 46 条 の 規定 に よら な いで この 契約 の 解除 を 申し 出 た と き 。 
九 受注 者 (受注 者 が 設計 共同 体 で や る と き は 、 そ の 構 
じ 。) が 次 の いずれ か に 該当 する と き 。 
イ 役員 等 (受注 者 が 個人 で ある 場合 に は その 者 を 、 受 注 者 が 法人 で ある 場合 に は 
の 支店 若しくは 常時 建設 コン サル タン ト 業 
の 号 に お いて 同じ 。) が 暴力 
ロ 肢 力 団 又 は 革 力 団員 が 経営 に 実質 的 に 関与 し て いる と 認め られ る と き 。 
ハ 役員 等 が 自己 、 自 社 着 し く は 第 三 者 の 不 1 
禁 力 団 叉 は 暴力 団員 を 利 / 
等 が 、 柄 力 団 又は 暴力 
い は 積極 的 に 暴力 団 の 維持 








どれ か の 者 。 以 下 こ の 号 に お いて 同 


よそ の 役員 又は そ 
所 の 代表 者 を いう 。 以 下 こ 





的 又は 第 三 者 に 損害 を 加え る 目的 を 
H す る な ど し た と 認め られ る と き 。 

員 に 対し て 資金 等 を 供給 し 、 又 は 便宜 を 供与 する な ど 直 接 的 ある 
\、 運 営 に 協力 し 、 若 し く は 関与 し て いる と 認め られ る と き 。 

ホ 役員 等 が 暴力 団 又は 暴力 団員 と 社会 的 に 非難 され る べき 関係 を 有 
へ 再 委 託 契 約 そ の 他 の 契約 に 当たり 、 そ の 相手 方 が イ か ら ホ 3 
りな が ら 、 当 該 者 と 契約 を 締結 し た と 認め られ る と き 。 

ト 受注 者 が 、 イ か ら ホ 
た 場合 (へ に 該当 する 場合 を 除く 。) に 、 発 注 者 が 受注 
者 が これ に 従わ な か っ た と き 。 


し て いる と 認め られ る と き 。 
E で の いずれ か に 該当 する こと を 知 


FE 方 と し て い 
対し て 当該 契約 の 解除 を 求め 、 受 注 





wu 


発注 者 は 、 受 注 者 が この 契約 に 関し て 、 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 し た と き 






































に 関す る 法律 (昭和 2 
る 排除 措置 命令 (排除 























第 1 項 














40 年 法 





第 95 条 第 1 項 第 1 号 の 規 


(発注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 場合 の 解除 の 制限 ) 
第 44 条 第 42 条 各 号 、 第 43 条 各 号 又は 前 条 各 号 に 
は 、 発 注 者 は 、 前 3 条 の 規定 に よる 契約 の 解除 を する こと が で き な い 。 


で ある と き 


に 規 


















































E す る 納付 命令 ) を 行 
二 受注 者 (受注 者 が 3 
































h 占 の 禁止 及び 公正 取引 
ト 上 法 」 と いう 。) 第 49 条 に 
命令 が な され な か っ た 場合 に つい て は 、 同 法 第 62 条 
が 確定 し た と き 。 

た 人 の 場合 に あっ て は 、 そ の 役員 又は その 使 








間 法 (明治 




















律 第 45 号 ) 第 96 条 の 6 若しくは 第 198 条 又は 列 











第 89 条 第 1 項 若 し く は 





りこ ニオ 


E に よる 刑 が 確 


























(受注 者 の 催告 に よる 解除 権 ) 


第 45 条 受注 者 は 、 発 注 者 が この 契約 に 違反 し た と き は 、 相 当 の ユ 


の 期間 内 に 





















































間 を 定め て その 履行 の 催 
履行 が な いと き は 、 こ の 契約 を 解除 する こと が で きる 。 た だ し 、 そ の 期間 を 組 
お ける 債務 の 不履行 が この 契約 及び 

















ト 会 通念 に 照ら し て 軽微 で ある と き は 、 こ の 





に よる も の 





告 を し 、 そ 


\ 過 し た 時 に 
限り で な い 。 


(受注 者 の 催告 に よら な い 人 解除 権 ) 

第 46 条 受注 者 は 、 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する と き は 、 直 ち に この 契約 を 解除 する こと が で きる 。 

一 第 19 条 の 規定 に より 設計 図書 を 変更 し た た め 業 務 委 託 料 が 3 分 の 2 以上 減少 し た 
と き 。 

二 第 20 条 の 規定 に よる 業務 の 中 止 期間 が 履行 期間 の 10 分 の 5 (履行 期間 の 10 分 の 5 が 
6 月 を 超え る と き は 、6 月 ) を 超え た と き 。 た だ し 、 中 止 が 業務 の 一 部 の み の 場 合 は 、 
その 一 部 を 除い た 他 の 部 分 の 業務 が 完了 し た 後 3 月 を 経過 し て も 、 な お その 中 止 が 解 

除 さ れ な いと き 。 






































































































































(受注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる 場合 の 解除 の 制限 ) 
第 47 条 第 45 条 又は 前 条 各 号 に 定め る 場合 が 受注 者 の 責め に 帰す べき 事由 に よる も の で ある と き は 、 受 
注 者 は 、 前 2 条 の 規定 に よる 契約 の 解除 を する こと が で き な い 。 
































(解除 の 効果 ) 

第 48 条 この 契約 が 解除 され た 場合 に は 、 第 1 条 第 2 項 に 規定 する 発注 者 及び 受注 者 の 義 
務 は 消滅 する 。 た だ し 、 第 37 条 に 規定 する 部 分 引渡 し に 係る 部 分 に つい て は 、 こ の 限り 
で な い 。 

2 発注 者 は 、 前 項 の 規定 に か か わら ず 、 こ の 契約 が 業務 の 完了 前 に 解除 され た 場合 に お いて 、 
既 履 行 部 分 の 引渡 し を 受け る 必要 が ある と 認め た と き は 、 既 履行 部 分 を 検査 の 上 、 当 該 

検査 に 合格 し た 部 分 の 引渡 し を 受け る こと が で きる 。 こ の 場合 に お いて 、 発 注 者 は 、 当 

該 引渡 し を 受け た 既 履 行 部 分 に 相応 する 業務 委託 料 (以下 本 条 及 び 次 条 に お いて 「 既 履 

部 分 委託 料 」 と いう 。) を 受注 者 に 支払 わな けれ ば な ら な い 。 

3 前 項 に 規定 する 既 履 行 部 分 委託 料 は 、 発 注 者 と 受注 者 が 協議 し て 定め る 。 た だ し 、 協 議 
開始 の 日 か ら 14 日 以内 に 協議 が 整わ な い 場 合 に は 、 発 注 者 が 定め 、 受 注 者 に 通知 する 。 
























































































































































(解除 に 伴う 措置 ) 

第 49 条 この 契約 が 業務 の 完了 前 に 解除 され た 場合 に お いて 、 第 34 条 (債務 負担 行為 (地方 自 
治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 ) 第 214 条 に 規定 する 債務 負担 行為 を いう 。 以 下 同 じ 。) に 
係る 契約 に あっ て は 、 債 務 負 担 行 為 に 係る 契約 の 特 則 第 2 条 に お いて 読み 替え て 人 準用 す 
る 場合 を 含む 。) の 規定 に よる 前 払金 が あっ た と き は 、 受 注 者 は 、 第 42 条 、 第 43 条 、 第 43 
条 の 2 又は 次 条 第 3 項 の 規定 に よる 解除 に あっ て は 、 当 該 前 払金 の 額 (第 37 条 第 1 項 又 は 第 2 項 の 規 

定 に より 部 分 引渡 し を し て いる と き は 、 そ の 部 分 引渡 し に お いて 償却 し た 前 払金 の 額 を 控除 し た 額 ) 
に 当該 前 払金 の 支払 い の 日 か ら 返 本 の 日 まで の 日 数 に 応じ 年 2. 5 パー セン ト の 割合 で 計算 し た 額 の 利 
息 を 付 し た 額 を 、 第 41 条 、 第 45 条 又は 第 46 条 の 規定 に よる 解除 に あっ て は 、 当 該 前 払金 の 額 を 発注 者 
に 返 本 し な けれ ば な ら な い 。 

2 前 項 の 規定 に か か わら ず 、 こ の 契約 が 業務 の 完了 前 に 解除 され 、 か つ 、 前 条 第 2 項 の 規定 に より 既 
履行 部 分 の 引渡 し が 行わ れる 場合 に お いて 、 第 34 条 (債務 負担 行為 に 係る 契約 に あっ て は 、 債 務 負 担 

行為 に 係る 契約 の 特 則 第 2 条 に お いて 読み 替え て 準用 する 場合 を 含む 。) の 規定 に よる 前 払金 が あっ 

た と き は 、 発 注 者 は 、 当 該 前 払金 (第 37 条 第 1 項 又は 第 2 項 の 規定 に より 部 分 引渡 し を し て いる と き 

は 、 そ の 部 分 引渡 し に お いて 償却 し た 前 払金 の 額 を 控除 し た 額 ) を 、 第 53 条 第 1 項 の 規定 に より 受注 

者 が 賠償 金 を 支払 わな けれ ば な ら な い 場 合 に あっ て は 当該 賠償 金 の 額 を 、 そ れ ぞ れ 前 条 第 3 項 の 規定 

に より 定め られ た 既 履 行 部 分 委託 料 か ら 控除 する 。 こ の 場合 に お いて 、 受 領 済 み の 前 払金 に な お 余剰 

が ある と き は 、 受 注 者 は 、 第 42 条 、 第 43 条 、 第 43 条 の 2 又は 次 条 第 3 項 の 規定 に よる 解除 に あっ て は 、 

当該 余剰 額 に 前 払金 の 支払 い の 日 か ら 返 還 の 日 まで の 日 数 に 応じ 年 2.5 パ ー セ ント の 割合 で 計算 し た 

額 の 利息 を 付 し た 額 を 、 第 41 条 、 第 45 条 又は 第 46 条 の 規定 に よる 解除 に あっ て は 、 当 該 余 剰 額 を 発注 

者 に 返還 し な けれ ば な ら な い 。 

3 受注 者 は 、 こ の 契約 が 業務 の 完了 前 に 解除 され た 場合 に お いて 、 貸 与 品 等 が ある と き は 、 当 該 貸与 
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品 等 を 発注 者 に 返還 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 場合 に お いて 、 当 該 貸与 品 等 が 受注 者 の 故意 又は 過失 
に より 減 失 し 又は き損 し た と き は 、 代 品 を 納め 、 若 し く は 原状 に 復 し て 返還 し 、 又 は 返還 に 代え て そ 
の 損害 を 賠償 し な けれ ば な ら な い 。 

4 受注 者 は 、 こ の 契約 が 業務 の 完了 前 に 解除 され た 場合 に お いて 、 作 業 現場 に 受注 者 が 所 有 又 は 管理 
する 業務 の 出来 形 部 分 (第 37 条 第 1 項 又 は 第 2 項 に 規定 する 部 分 引渡 し に 係る 部 分 及び 前 条 第 2 項 に 
規定 する 検査 に 合格 し た 既 履 行 部 分 を 除く 。) 、 調 査 機械 器具 、 仮 設 物 そ の 他 の 物件 (第 7 条 第 3 項 
の 規定 に より 受注 者 か ら 業 務 の 一 部 を 委任 され 、 又 は 請け 負っ た 者 が 所 有 又 は 管理 する これ ら の 物件 
及び 貸与 品 等 の うち 故意 又は 過失 に より その 返還 が 不可 能 と な っ た も の を 含む 。 以 下 次 項 に お いて 同 
じ 。) が ある と き は 、 受 注 者 は 、 当 該 物 件 を 撤去 する と と も に 、 作 業 現場 を 修復 し 、 取 り 片 付け て 、 
発注 者 に 明け 渡さ な けれ ば な ら な い 。 

5 前 項 に 規定 する 撤去 又は 修復 若しくは 取 片 付け に 要する 費用 (以下 本 項 及 び 次 項 に お 
いて 「 撤 去 費 用 等 」 と いう 。) は 、 次 の 各 号 に 定め る と ころ に より 発注 者 又は 受注 者 が 

負担 する 。 

一 業務 の 出来 形 部 分 に 関す る 撤去 費用 等 

この 契約 の 解除 が 第 42 条 、 第 43 条 、 第 43 条 の 2 又は 次 条 第 3 項 に よる と き は 受注 者 が 負担 し 、 第 

41 条 、 第 45 条 又は 第 46 条 に よる と き は 発注 者 が 負担 する 。 
二 調査 機械 器具 、 仮 設 物 そ の 他 の 物件 に 関す る 撤去 費用 等 
受注 者 が 負担 する 。 

6 第 4 項 の 場合 に お いて 、 受 注 者 が 正当 な 理由 な く 、 相 当 の 期間 内 に 当該 物件 の 撤去 又 
は 作業 現場 の 修復 若しくは 取 片 付け を 行わ な か いと き は 、 発 注 者 は 、 受 注 者 に 代わ っ て 当 
該 物 件 の 処分 又は 作業 現場 の 修復 若しくは 取 片 付け を 行う こと が で きる 。 こ の 場合 に お 
いて 、 受 注 者 は 、 発 注 者 の 処分 又は 修復 若しくは 取 片 付け に つい て 異議 を 申し 出る こと 
が で きず 、 ま た 、 発 注 者 が 支出 し た 撤去 費用 等 (前 項 第 1 号 の 規定 に より 、 発 注 者 が 負 
担 す る 業務 の 出来 形 部 分 に 係る も の を 除く 。) を 負担 し な けれ ば な ら な い 。 

7 第 3 項 前 段 に 規定 する 受注 者 の と る べき 措置 の 期限 、 方法 等 に つい て は 、 こ の 奏 約 の 解除 が 第 42 条 、 
第 43 条 、 第 43 条 の 2 又は 次 条 第 3 項 に よる と き は 発注 者 が 定め 、 第 41 条 、 第 45 条 又は 第 46 条 の 規定 に 
よる と き は 受注 者 が 発注 者 の 意見 を 聴い て 定め る も の と し 、 第 3 項 後 段 及 び 第 4 項 に 規定 する 受注 者 
の と る べき 措置 の 期限 、 方 法 等 に つい て は 、 発 注 者 が 受注 者 の 意見 を 聴い て 定め る も の と する 。 

8 業務 の 完了 後に この 契約 が 解除 され た 場合 は 、 解 除 に 伴い 生じ る 事項 の 処理 に つい て は 発注 者 及び 
受注 者 が 民法 の 規定 に 従っ て 協議 し て 決め る 。 
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(発注 者 の 損害 賠償 請求 等 ) 
第 50 条 発注 者 は 、 受 注 者 が 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する と き は 、 こ れ に よっ て 生じ た 損害 の 賠償 を 
請求 する こと が で きる 。 

ーー 履行 期間 内 に 業務 を 完了 する こと が で き な い と き 。 

この 契約 の 成果 物 に 契約 不適 合 が ある と き 。 

第 42 条 又は 第 43 条 の 規定 に より 、 成 果物 の 引渡 し 後に この 契約 が 解除 され た と き 。 

前 3 号 に 掲げ る 場合 の ほか 、 債 務 の 本 旨 に 従っ た 履行 を し な いと き 又 は 債務 の 履行 が 不能 で ある 
と どき 。 

2 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する と き は 、 前 項 の 損害 賠償 に 代え て 、 受 注 者 は 、 業 務 委 託 料 の 10 分 の 

1 に 相当 する 額 を 違約 金 と し て 発注 者 の 指定 する 期間 内 に 支払 わな けれ ば な ら な い 。 

一 第 42 条 又は 第 43 条 の 規定 に より 成果 物 の 引渡 し 前 に この 契約 が 解除 され た と き 。 

二 成果 物 の 引渡 し 前 に 、 受 注 者 が その 債務 の 履行 を 拒否 し 、 又 は 受注 者 の 責め に 帰す べき 

っ て 受注 者 の 債務 に つい て 履行 不能 と な っ た と き 。 
3 次 の 各 号 に 掲げ る 者 が この 契約 を 解除 し た 場合 は 、 前 項 第 2 号 に 該当 する 場合 と みな す 。 

ー 受注 者 に つい て 破産 手続 開始 の 決定 が あっ た 場合 に お いて 、 破 産 法 (平成 16 年 法律 第 75 号 ) の 規 
定 に より 選任 され た 破産 管財 人 
二 受注 者 に つい て 更生 手続 開始 の 決定 が あっ た 場合 に お いて 、 会 社 更生 法 (平成 14 年 法律 第 154 呈 ) 

の 規定 に より 選任 され た 管財 人 
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に 関 昌 是 還 
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の 規定 に 





4 第 1 項 各 有 又は 第 2 項 各 
れる 場合 を 除く 。 








受注 者 に つい て 再生 







































































ae ft お いて 、 民 事 再 生 法 (平成 11 年 法律 第 225 号 ) 
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) が この 契約 及び 取引 上 の 社会 通念 に 照ら し て 受注 者 の 責め に 帰す る こと が で き な 




















い 事 由 に よる も の で ある と き は 、 第 1 項 及 び 第 2 項 の 規定 は 適用 し な い 。 


9 RES 発注 
に 相応 する 業 各 委託 料 を 控除 し た 額 に つき 、 


CC 


6 第 2 項 の 場合 (第 43 条 第 7 号 及 び 第 9 号 の : 
いて 、 第 4 条 の 規 




































































償 を 請求 する 場合 の 請求 額 は 、 業 務 委 託 料 か ら 既 履行 部 
遅延 日 数 に 応じ 、 年 2.5 パ ー セ ント の 割合 で 計算 し た 額 






































此 定 に より 、 こ の 契約 が 解除 され た 場合 を 除く 。) に お 
E に より 契約 保証 金 の 納付 又は これ に 代わ る 担保 の 提供 が 行わ れ て いる と き は 、 発 
































注 者 は 、 当 該 契 約 保証 金 叉 は 担保 を も っ て 同 項 の 違約 金 に 充当 する こと が で きる 。 


(受注 者 の 損害 賠償 8 
主 者 は 、 者 が の 久光 の いれ か に 流す る 8 は こ れ に よっ て 生じ た 損害 の 賠償 を 請 
定め る 場合 が この 契約 及び 取引 上 の 社会 通念 に 曲 ら し て 発 
人 こよ る も の で ある と き ! ま 、 こ の 限り で な い 。 

より この 契約 が 解除 され た と き 。 

債務 の 本 旨 に 従っ た 履行 を し な いと き 又 は 債務 の 履行 が 不能 で ある と 


第 51 条 受 当 


の OS OS た だ し 、 当 
注 者 の 責め に 
本 直人 46 ま の 思 に 
二 前 号 に 揚げ る 場合 の ほか 、 


" き 


2 第 32 条 第 2 項 RR 
場合 に お いて は 、 受注 
額 の 遅延 利 , 





(契約 不適 合 責 任期 間 等 ) 
第 52 条 発注 者 は 、 引 き 渡 され た 成果 物 に 関し 、 
OR 
の 時 の 8 求 駐 は 身 約 の 解除 























2 前 項 の 請 > 


示し て 、 人 受注 
3 EA CN 
約 不適 合 責任 


ロ 具 






































記 















































上 の 支 払い を 発注 



























































用 する 場合 を 含む 。) の 規定 に よる 業務 委託 料 の 支払 い が 遅 れ た 
領 金額 に つき 、 遅延 日 数 に 応じ 、 年 2. 5 パー セン ト の 割合 で 計算 し た 
に 請求 する こと が で きる 。 


























第 31 条 第 3 項 又は 第 4 項 (第 37 条 に お いて これ ら の 規 
規定 に よる 引渡 し (以下 この 条 に お いて 単に 「 引 渡し 」 と いう 。) を 



























































年 以内 で な けれ ば 、 契 約 不適 合 を 理由 と し た 履行 の 追 完 の 請求 、 損 害 賠 償 の 請求 、 代 
























































(以下 この 条 こ お い て 日 青 求 等 」 と いう 。) を する こと が で き な い 。 
A SS 











請求 する 損害 額 の 算定 の 根拠 等 当該 請求 等 の 根拠 を 



































思 を 明確 に こと 告げ る こと で 行う 。 




















する 暴 和 人 和合 に 係る 3 青 求 等 が 可能 な 期間 (以下 本 項 及び 第 6 項 に お いて 「 契 
0 こ 契 約 不適 合 を 知り 、 そ の 旨 を 受注 者 に 通知 し た 場合 に お いて 、 





















































発 ? 者 が 通知 か ら 1 年 が 経過 





























まで に 前 項 に 規定 する 方 法 に よる 請求 等 を し た と き は 、 契約 不 適 





























合 責任 期間 の 内 に 
4 発注 者 は 、 


請求 等 次 
順 の 請求 等 を 行っ た と き は 、 当 該 請求 等 の 根拠 と な る 契約 不適 合 に 関し 、 民 法 の 消 





























5 前 各 項 の 規定 

契約 不適 合 に 
6 民法 第 637 条 第 E 
7 発注 者 は 、 MR の し の me 





ず 、 そ の 結 





証し 、。 受注 








ン 


滅 時 効 の 範 








、 当 該 請求 等 以外 に 


























要 と 認め られ る 請求 等 を する こと が で きる 。 














は 、 NN 




































































AT 
8 引き 渡さ れ た 成果 物 の 契約 不適 合 が 設計 区 






































注 者 の 故意 叉 は 重過失 に より 生じ た も の で ある と き に は 適用 せ ず 、 
I 民法 の 定め る と ころ に よる 。 

任期 間 に つ いて は 適用 し な い 。 

ド 適合 が ある こ と を 知っ た と き は 、 第 1 項 の 規定 に か か わら 
ば 、 当 該 契 約 不適 合 に 関す る 請求 等 を する こと は で き な い 。 
が ある と を 知っ て いた と き は 、 こ の 限り で な い 。 

書 の 記載 内 容 、 発 注 者 の 指示 又は 貸与 品 等 の 性 状 に より 

































































ED 2 は 、 発 注 者 は 当該 契約 不適 合 を 理由 と し て 、 請 求 等 を する こと が で き な い 。 た 


ら 生 の きけ は 


(賠償 の 予約 ) 
第 53 条 RE i 発注 契約 を 解除 す 


る か 否 か を 問わ ず 、 賠 償 金 と し て 、 















































そ 才 か で の SN } 

















は 貸与 品 等 が 不適 当 で ある こと を 知り な が ら こ れ を 通知 し な か 











こよ る 業務 委託 料 の 10 分 の 1 に 相当 する 


額 を 発注 者 に 対し て 支払 わな けれ ば な ら な い 。 業務 が 完了 し た 後 も 同様 と する 。 
2 前 項 の 規定 は 、 発 注 者 に 生じ た 実際 の 損害 額 が 同 項 に 規定 する 賠償 人 金 の 額 を 超え る 
場合 に お いて 、 発 注 者 が その 超過 分 に つき 賠償 を 請求 する こと を 妨げ る も の で は な い 。 









































(契約 保証 金 の 層 付 ) 





第 54 条 契約 保証 金 の 納付 又は これ に 代わ る 担保 の 提供 が 行わ れ て いる と き は 、 受 注 者 





























が この 契約 を 履行 し た と き 又 は この 契約 を 解除 し た と き は 、 受 注 者 に 還付 する も の と 





ずる 。 


(保険 ) 








第 55 条 受注 者 は 、 設 計 図 書 に 基づき 火災 保険 その 他 の 保険 を 付 し た と き 又 は 任意 に 保険 
を 付 し て いる と き は 、 当 該 保険 に 係る 証券 又は これ に 代わ る も の を 、 直 ち に 発注 者 に 提 











示し な けれ ば な ら な い 。 


(紛争 の 解決 ) 

















第 56 条 この 約款 の 各 条 項 に お いて 発注 者 と 受注 者 と が 協議 し て 定め る も の に つき 協議 
が 整わ な か っ た 場合 に お いて 、 発 注 者 が 定め た も の に 受注 者 が 不服 が ある と き そ の 他 契 
約 に 関し て 発注 者 と 受注 者 と の 間 に 紛 争 を 生じ た 場合 に は 、 発 注 者 及び 受注 者 は 、 協 議 
の 上 調停 人 1 名 を 選任 し 、 当 該 調停 人 の あっ せん 又は 調停 に より その 解決 を 図る 。 こ の 
場合 に お いて 、 紛 争 の 処理 に 要する 費用 に つい て は 、 発 注 者 と 受注 者 と が 協議 し て 特別 
の 定め を し た も の を 除き 、 発 注 者 と 受注 者 と が それ ぞ れ 負担 する 。 






















































































1 































































































2 前 項 の 規定 に か か わら ず 、 管 理 技 術 者 又は 照査 技術 者 の 業務 の 実施 に 関す る 紛争 、 受 




































































注 者 の 使用 人 又は 受注 者 か ら 業 務 を 委任 され 、 又 は 請け 負っ た 者 の 業務 の 実施 ( 
紛争 及び 調査 職員 の 職務 の 執行 に 関す る 紛争 に つい て は 、 第 14 条 第 2 項 の 規定 に より 受 
注 者 が 決定 を 行っ た 後 若 し く は 同 条 第 4 項 の 規定 に より 発 油 


関す る 
































E 者 が 決定 を 行っ た 後 又は 









































発注 者 若しくは 受注 者 が 決定 を 行わ ず に 同 条 第 2 項 若 し く は 第 4 項 の 期間 が 経過 し た 
後 で な けれ ば 、 発 注 者 及び 受注 者 は 、 前 項 の あっ せん 又は 調停 の 手続 を 請求 する こと が 





























で き な い 。 


3 第 1 項 の 規定 に か か わら ず 、 発 注 者 又は 受注 者 は 、 必 要 が ある と 認め る と き は 、 同 項 




















【 
































に 規定 する 紛争 解決 の 手続 前 又は 手続 中 で あっ て も 、 同 項 の 発注 者 と 受注 者 と の 間 の 紛 




















争 に つい て 民事 訴訟 法 (平成 8 年 法律 第 109 号 ) に 基づく 訴え 









































の 提起 又は 民事 調停 法 ( 昭 


和 26 年 法律 第 222 号 ) に 基づく 調停 の 申立 て を 行う こと が で きる 。 





(情報 通信 の 技術 を 利用 する 方 法 ) 











第 57 条 この 約款 に お いて 書面 に より 行わ な けれ ば な ら な いこ と と され て いる 指示 等 は 、 









































方 法 は 書面 の 交付 に 準ずる も の で な けれ ば な ら な い 。 


(契約 外 の 事項 ) 

















法令 に 違反 し な い 限 り に お いて 、 電 磁 的 方 法 を 用 いて 行う こと が で きる 。 た だ し 、 当 該 





第 58 条 この 約款 に 定め の な い 事 項 に つい て は 、 必要 に 応じ て 発注 者 と 受注 者 と が 協議 し 














て 定め る 。 














